
別紙１

　　　　④内定者利用開始

　　　　①必要性認定 　　　　④給付
　　　　給付対象
　　　　施設及び事業
　　　　利用申請

　　　　③認可・確認 （施設型は都認可）
 

　　　　②必要性認定
　　　　（１～3号） 　　　　②移行支援

　　　　③内定・待機
　　　　通知

　　　　①意向調査

移行希望なし 

　　　　④待機者
　　　　利用開始

※区民を受託する区外補助対象施設への補助事業も同様に取扱う。

認可外保育施設の移行及び区補助対象認可外保育施設への運営支援イメージ図

　　移行を希望　　　

★区認可外保育施設 計１８７施設（Ｈ26.７.1現在）

≪移行支援対象となる区の認可外保育施設≫

区補助対象施設 計１１１施設
①認証保育所 59施設
②保育室 15施設
③保育ママ 23施設
④家庭的保育事業 14施設

区補助対象外施設 計76施設
①ベビーホテル 59施設
②院内保育施設 15施設
③事業所内保育施設 23施設
④その他 ７施設
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移行を希望しない認可外保育施設（現行のまま）

現行の区補助対象施設（認証保育
所、保育室、保育ママ、家庭的保育事
業）に対する補助

運営費等補助

施設型給付施設
０歳～５歳対象

１～3号認定
①認定こども園
②幼稚園

③保育所

地域型保育給付事業

０歳～２歳対象
2、3号認定

①小規模保育事業
②家庭的保育事業
③事業所内保育事業

≪子ども・子育て支援新制度における給付対象施設及び事業≫

現行の区補助対象施設（認証保育所、
保育室、保育ママ、家庭的保育事業）
の利用者に対する負担軽減補助

保育料負担軽減補助

・移行可能性調査及び助言・指
導に係る経費
・施設整備費補助に係る経費
・適格性審査会、認可確認審
査会（仮称）の運営に係る経費

移行支援に係る経費
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認可・確認

★移行支援

助言・指導
その他支援

●移行支援として助言・指導の

ほか、認可基準に適合させる

ための施設整備費補助等を実

施し、平成３１年度までに移行

●保育サービス待機児童を解消す
ることを目的として、現行の補助制
度を継続しつつ、新制度の仕組み
及び社会情勢の変化に応じ、必要
な見直しを行いながら、定員の確
保を図る。

★保育料負担軽
減補助

★運営費等補助

●基準に適合する者は必
ず認可する。（雇児発０５１
５第１２号）


